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短答式試験問題集［民事系科目］



- 2 -

［民事系科目］

（配点：２）〔第１問〕

信義誠実の原則又は権利濫用禁止の原則に関する次のアからオまでの各記述のうち，権利濫用禁

止の原則について述べているものを組み合わせたものは 後記１から５までのうちどれか 解答欄， 。（

は ），［№１］

ア. 国は，公務員に対して，その生命及び健康等を危険から保護するように配慮すべき義務を負

う。

イ. 解除権を有する者が長期にわたりこれを行使せず，相手方においてその権利はもはや行使さ

れないものと信頼すべき正当の事由を有するに至ったという特段の事情がある場合には，解除

権の行使は許されない。

ウ. 動産売買における引渡場所について，買主が売主に問い合わせをすれば知ることが容易であ

った場合には，問い合わせを怠った買主は，遅滞の責任を免れない。

エ. 妨害により所有権が侵害されても，生じた損失が軽微であり，妨害を除去することが著しく

困難で，多大の費用を要する場合には，不当な利益を獲得する目的で妨害の除去を求めること

は許されない。

， ，オ. 権利の行使であっても 社会観念上被害者が認容しなければならない程度を超える場合には

不法行為が成立する。

１. ア イ ２. ア オ ３. イ ウ ４. ウ エ ５. エ オ

（配点：２）〔第２問〕

未成年者に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№２］

ア. 未成年者は代理人になれない。

イ. 未成年者に対して親権を行う者がいないときは，後見が開始する。

ウ. 未成年者が他人に損害を与えた場合には，未成年者は不法行為責任を負わず，その監督義務

者が不法行為責任を負う。

エ. 未成年者が婚姻をするには，法定代理人の同意を得なくてはならない。

オ. 未成年者であっても，許可された特定の営業に関しては，行為能力を有する。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ オ ４. ウ エ ５. ウ オ

（配点：２）〔第３問〕

［№行為能力に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか （解答欄は。 ，

）３］

１. 共に１８歳の夫婦が自分たちだけで決めて行った離婚は，取り消すことができない。

２. 成年被後見人が，後見人の同意を得ずに電気料金を支払った行為は，取り消すことができな

い。

， ， ， 。３. 被保佐人が 保佐人の同意を得ずに 貸付金の弁済を受けた行為は 取り消すことができる

， 。４. 補助開始の審判がされる場合においても 補助人は当然に代理権を付与されるわけではない

５. 被保佐人が取り消すことができる行為を行った場合，その相手方は，被保佐人に対して，保

佐人の追認を得るべき旨の催告をすることができるが，保佐人に直接追認するか否かの回答を

求める催告をすることはできない。
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（配点：２）〔第４問〕

権利能力なき社団に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のを２個選びなさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№４ ［№５］］

１. 権利能力なき社団の成立要件は，団体としての組織を備え，多数決の原理が行われ，構成員

の変更にかかわらず団体そのものが存続し，その組織において代表の方法，総会の運営，財産

の管理等団体としての主要な点が確定していることである。

２. 権利能力なき社団が取得した不動産については，権利能力なき社団名義で所有権の登記をす

ることはできず，権利能力なき社団の代表者たる肩書を付した代表者名義で所有権の登記をす

ることができるにすぎない。

３. 代表者の定めのある権利能力なき社団は，その名において訴え，又は訴えられることができ

る。

４. 権利能力なき社団の財産は，その構成員に総有的に帰属するから，構成員の一人に対して金

銭債権を有する債権者は，当該構成員の有する総有持分に限りこれを差し押さえることができ

る。

５. 権利能力なき社団はその代表者により社団の名で取引をすることができるが，その取引によ

り社団が負担した債務については，構成員各自は取引の相手方に対して直接には個人的債務な

いし責任を負わない。

（配点：３）〔第５問〕

錯誤に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№６］

ア. 第三者が表意者に対する債権を保全する必要がある場合において，表意者が要素の錯誤を認

めているときは，表意者自らは無効を主張する意思がなくても，その第三者は，意思表示の無

効を主張することができる。

イ. 和解契約において，代物弁済の目的とした商品の性質に瑕疵があり，和解契約の要素に錯誤

がある場合，瑕疵担保責任の規定の適用は排除され，錯誤無効の主張も，和解契約の確定効に

反し許されない。

ウ. 重過失ある表意者が自ら錯誤を理由とする無効を主張し得ない以上，相手方又は第三者は，

その無効を主張することができない。

エ. 協議離婚に伴う財産分与契約において，分与者は，自己に譲渡所得税が課されることを知ら

ず，課税されないとの理解を当然の前提とし，かつ，その旨を黙示的に表示していた場合であ

っても，財産分与契約の無効を主張することはできない。

オ. 他に連帯保証人があるとの債務者の説明を誤信して連帯保証契約を結んだ者は，特にその旨

を表示し保証契約の内容としたのでなければ，錯誤無効を主張することができない。

１. ア イ ２. ア オ ３. イ エ ４. ウ エ ５. ウ オ
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（配点：２）〔第６問〕

， 。（ ，民法上の代理に関する次の１から５までの各記述のうち 誤っているものはどれか 解答欄は

）［№７］

１. 代理人が本人のためにすることを示さないでした意思表示であっても，代理人が本人のため

にすることを相手方において知ることができた場合には，意思表示は本人に帰属する。

２. 自己契約及び双方代理は，債務の履行行為及び本人があらかじめ許諾した行為を除き原則と

して効力を生じないが，本人の保護のための制度であるから，無権代理行為として，本人が追

認すれば有効になる。

， ，３. 代理人が自己又は第三者のために代理権を濫用しても それが客観的に代理権の範囲にあり

相手方が代理人の意図を知らず，知らないことに過失がないときは，代理人がした意思表示は

本人に帰属する。

４. 何らの代理権がない者が代理人と称してした契約であっても，相手方が代理人と称した者に

当該契約を締結する権限があると信じ，そのように信じたことにつき正当な理由がある場合に

は，本人に対してその効力を生じる。

５. 復代理人は，本人の代理人であって代理人の代理人ではないから，復代理人が代理行為をす

るに当たっては，本人のためにすることを示せば十分である。

（配点：２）〔第７問〕

時効に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№８］

ア. 土地の継続的な用益という外形的事実が存在し，かつ，それが賃借の意思に基づくことが客

観的に表現されているときは，土地賃借権の時効取得が可能である。

イ. 債務につき消滅時効が完成した後に，債務者が債務の承認をした以上，時効完成の事実を知

らなかったときでも，以後その完成した消滅時効を援用することは許されない。

ウ. 取得時効を主張する時効援用権者は，占有を開始した以後の任意の時点を時効の起算点とし

て選択することができる。

エ. 相続人が，被相続人の死亡により，相続財産の占有を承継したばかりでなく，新たに相続財

産を事実上支配することによって占有を開始して，その占有に所有の意思があるとみられる場

合においては，被相続人の占有が所有の意思のないものであったときでも，相続人は新権原に

より所有の意思をもって占有を始めたものといえる。

オ. 債務者兼抵当権設定者である原告が債務の不存在を理由として提起した抵当権設定登記の抹

消登記手続請求訴訟において，債権者兼抵当権者である被告が請求棄却の判決を求め，被担保

債権の存在を主張したとしても，その債権につき裁判上の請求に準ずる消滅時効中断の効力は

生じない。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ ウ ４. ウ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第８問〕

Ｘが所有権に基づき占有者Ｙに対し土地の引渡しを請求した場合，判例の趣旨に照らしＹが引渡

しを拒絶することができるものは，次の１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№９］

１. 土地を所有し占有するＹが税金対策のために登記名義をＡとしていたところ，Ｘは，Ａが真

実の所有者であると過失なく信じ，Ａから同土地を買い受けて移転登記を受けた。

２. 土地を所有し占有するＹからＡへ，ＡからＸへと同土地が順次売買され，それぞれ代金の支

払も了した。

３. 土地を所有し占有するＹは，Ａに対し，同土地を売却して移転登記を行ったが，この売買に

はＡによる詐欺があったので，ＹはＡに対して取消しの意思表示をした。その直後，Ａは，同
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土地をＸに売却して移転登記を行った。

， ，４. ＸがＹの代理人としてＡから土地を買い受け Ｙが同土地を所有し占有するようになったが

。 ， ， 。登記名義はＡのままであった その直後 Ｘは Ａから同土地を買い受けて移転登記を受けた

５. Ａの父はＹに土地を売却し引き渡したが，移転登記をする前に急死してしまった。その後，

この土地を単独で相続したＡが，Ｘに対して同土地を売却して移転登記を行った。

（配点：３）〔第９問〕

不動産をめぐる権利主張において登記の要否が問題となる場面に関する次のアからオまでの各記

， ， 。述のうち 判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせたものは 後記１から５までのうちどれか

（解答欄は ），［№10］

ア. Ａが所有する甲土地の上に権原なく乙建物を所有しているＢに対し，Ａから甲土地を譲り受

けたＣは，ＡからＣへの所有権移転登記をしなければ，甲土地の所有権を主張して乙建物の収

去を請求することができない。

イ. Ａが所有する甲土地の上に権原なく乙建物を所有しているＢから乙建物を譲り受けたＤに対

し，Ａは，ＤがＢからの乙建物の所有権移転登記を経由していない場合，Ｄが乙建物の所有者

であることを主張して乙建物の収去を請求することができない。

ウ. Ａが所有する甲土地の上に建物所有目的の賃借権の設定を受けたＥに対し，Ａから甲土地を

譲り受けたＣは，ＡからＣへの所有権移転登記をしなければ，Ｅに対し賃料の支払を請求する

ことができない。

エ. Ａが，その所有する甲土地をＦに遺贈する旨の遺言をして死亡した場合において，Ａの唯一

， ， ，の相続人である配偶者から甲土地を贈与されたＧに対し Ｆは 所有権移転登記をしなくても

甲土地の所有権取得を対抗することができる。

オ. 甲土地を所有するＡが遺言をしないで死亡したことによりＡの配偶者と子ＨがＡの相続人と

， ， ， ，なった場合において Ａの配偶者から甲土地を買ったＩに対し Ｈは 相続登記をしなくても

甲土地について有する法定相続分に応じた持分の帰属を主張することができる。

１. ア イ ２. ア ウ ３. イ エ ４. ウ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第10問〕

甲土地を所有するＡが甲土地を占有するＢに対し所有権に基づき甲土地の明渡しを請求する訴訟

においてＢが主張する抗弁の要件事実に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№11］

ア. Ｂは，甲土地を無償で借りる旨をＡと合意した事実を主張立証すれば，請求棄却の判決を得

ることができる。

イ. Ｂは，甲土地を賃借する旨をＡと合意し，それに基づきＡから甲土地の引渡しを受けた事実

を主張立証すれば，請求棄却の判決を得ることができる。

ウ. Ｂは，甲土地に地上権の設定を受ける旨をＡと合意し，それに基づき地上権設定登記をした

事実を主張立証すれば，請求棄却の判決を得ることができる。

エ. Ｂは，甲土地について地上権設定登記を受けた事実を主張立証した場合においても，それに

より適法に地上権の設定があったことは推定されず，請求棄却の判決を得ることができない。

オ. 甲土地の造成工事をしたＢは，この工事に基づく請負代金債権の弁済がない事実を主張立証

すれば，請求棄却の判決を得ることができる。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ オ
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（配点：２）〔第11問〕

Ａ，Ｂ及びＣが各３分の１の持分で甲土地を共有している場合に関する次の１から５までの各記

述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはどれか （解答欄は ）。 ，［№12］

， ，１. 第三者が甲土地を無断で資材置場として使用している場合 Ａは単独でその第三者に対して

甲土地全部の明渡しを請求することができる。

２. 甲土地が山林である場合，ＡとＢが合意すれば，開発のために甲土地上の樹木全部を伐採す

ることができる。

３. Ａ，Ｂ及びＣが共同して甲土地を第三者に賃貸している場合，第三者がその賃料の支払を怠

ったときの賃貸借契約の解除は，ＡとＢとですることができる。

４. Ａは，Ｃの持分について第三者への不実の持分移転登記がされている場合には，単独でその

持分移転登記の抹消登記手続を請求することができる。

５. Ａが単独で甲土地全部を占有している場合でも，Ｂ及びＣは，その共有持分が過半数を超え

ることを理由としては，Ａに対して甲土地の明渡しを請求することはできない。

（配点：２）〔第12問〕

動産についての留置権と質権に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個

選びなさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№13 ［№14］］

１. 留置権者が留置物の占有を継続していても，その被担保債権の消滅時効は進行するが，質権

者が質物の占有を継続していれば，その被担保債権の消滅時効は中断する。

２. 質権は，留置権とは異なり，約定担保物権であるから，約定があれば，質権設定者を代理人

としてその者に占有させることにより，これを設定することができる。

３. 留置権は，質権と異なり，目的物が滅失した場合，これに代わって債務者が取得する物には

効力が及ばず，消滅する。

４. 留置権と質権は，不可分性により，いずれも被担保債権の一部の弁済を受けただけでは消滅

しないが，留置権については，債務者が相当の担保を提供して留置権の消滅を請求することが

できる。

５. 留置権者は債務者の同意があれば，また，質権者は質権設定者の同意があれば，いずれもそ

れぞれ担保物を賃貸することができる。

（配点：２）〔第13問〕

買戻特約付売買の買主から目的不動産につき抵当権の設定を受けた者は，抵当権に基づく物上代

位権の行使として，買戻権の行使により買主が取得した買戻代金債権を差し押さえることができる

とする見解がある。この見解に関する次のアからエまでの各記述のうち，当該見解の論拠とするこ

とができないものを組み合わせたものは，後記１から６までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№15］

ア. 買戻権は留保された解除権であるところ，法定解除の法的構成ないし効果に関する直接効果

説の立場に従えば，解除（買戻権の行使）によって売買契約は遡及的に消滅し，買戻特約の登

記後にされた処分はすべて効力を失うのであって，買主が目的不動産上に設定した担保物権も

初めからなかったことになる。

イ. 買戻特約の登記に後れて目的不動産に抵当権の設定を受けた抵当権者は，買戻代金債権につ

いてあらかじめ質権ないし譲渡担保権の設定を受けることができる。

ウ. 買戻代金は，実質的には買戻権の行使による目的不動産の所有権の復帰についての対価と見

ることができ，目的不動産の価値変形物として，目的物の売却又は滅失により債務者が受ける

べき金銭に当たるといって差し支えない。

エ. 買戻特約の登記に後れて目的不動産に設定された抵当権は，買戻しによる目的不動産の所有

権の買戻権者への復帰に伴って消滅するが，抵当権設定者である買主やその債権者等との関係
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においては，買戻権行使時まで抵当権が有効に存在していたことによって生じた法的効果まで

が買戻しによって覆滅されることはないと解すべきである。

１. ア イ ２. ア ウ ３. ア エ ４. イ ウ ５. イ エ ６. ウ エ

（配点：２）〔第14問〕

Ａが土地所有者Ｂから賃借した土地上に所有している甲建物についてＣのために抵当権を設定し

た場合に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№16］

ア. Ａ及びＢは，土地賃貸借契約を合意解除した。この合意解除に基づいて土地賃貸借契約が終

了したことを，ＢはＣに対抗することができない。

イ. Ａの不在期間中に，Ｄが甲建物を不法に占有した場合，Ｄが不法占有することにより，抵当

不動産の交換価値の実現が妨げられ抵当権者の優先弁済請求権の行使が困難となるような状態

にあるときは，ＣはＡのＤに対する妨害排除請求権を代位行使して，Ｄに対して直接自己に甲

建物を明け渡すよう求めることができる。

ウ. ＡがＢに対し，甲建物を売り渡した後，抵当権が実行され，甲建物をＥが買い受けた場合，

法定地上権は成立しない。

エ. ＡがＦに対して，抵当権の実行としての競売手続を妨害する目的で甲建物を賃貸した場合，

その占有により抵当不動産の交換価値の実現が妨げられて抵当権者の優先弁済請求権の行使が

困難となるような状態のときでも，Ｃは抵当権に基づく妨害排除請求権を行使してＦに対し直

接自己に甲建物の明渡しを求めることはできない。

オ. Ａは，甲建物に対する抵当権設定後，長期にわたりＢに対する賃料の支払を怠った。土地賃

借権は，従たる権利として抵当権の目的となっているから，Ｂは土地賃貸借契約を解除するこ

とができない。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ ウ ４. ウ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第15問〕

注意義務に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№17］

ア. 質権者は，善良な管理者の注意をもって質物を占有しなければならない。

イ. 無償受寄者は，善良な管理者の注意をもって寄託物を保管しなければならない。

ウ. 株式会社の社外取締役は，善良な管理者の注意をもって任務を遂行しなければならない。

エ. 限定承認をした相続人は，相続債権者及び受遺者への弁済を終わるまで，善良な管理者の注

意をもって相続財産を管理しなければならない。

オ. 親権者は，善良な管理者の注意をもって子の財産を管理しなければならない。

１. ア イ ２. ア ウ ３. イ エ ４. ウ オ ５. エ オ
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（配点：２）〔第16問〕

債権者代位権と詐害行為取消権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし

誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№18］

ア. 債権者代位権を行使するためには，代位行使する権利よりも前に被保全債権が成立している

必要はないが，詐害行為取消権を行使するためには，取消しの対象となる詐害行為は，被保全

債権発生の後になされたものであることが必要である。

イ. 詐害行為の成立には，債務者がその債権者を害することを知って法律行為をしたことを要す

るが，必ずしも害することを意図してしたことを要しない。

ウ. 債権者が債務者に対する金銭債権に基づき債務者の第三債務者に対する金銭債権を代位行使

することができるのは，自己の債権額の範囲内に限られる。

エ. 詐害行為取消権は，訴訟において，抗弁としても行使することができる。

オ. 法律行為の時に債権者を害する状態であれば，その後の事情によって債権者を害さないこと

となっているとしても，詐害行為取消権を行使することができる。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ ウ ４. ウ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第17問〕

次の【見解】を有する裁判所が，次の【事案】について，詐害行為取消しを認容すべきとの判断

に至った場合 Ｙに命ずべき給付等の内容として正しいものは 後記１から５までのうちどれか 解， ， 。（

答欄は ），［№19］

【見 解】

共同で抵当権の目的とされた不動産の全部又は一部の売買契約が詐害行為に該当する場合にお

いて，詐害行為の後に弁済によって抵当権が消滅したときは，詐害行為の目的不動産の価額から

当該不動産が負担すべき抵当権の被担保債権の額を控除した残額の限度で売買契約を取り消し，

その価格による賠償を命ずるべきであり，価格賠償の額は，詐害行為の目的不動産の価額から，

共同抵当の目的とされた各不動産の価額に応じて抵当権の被担保債権額を案分して詐害行為の目

的不動産について得られた額を控除した額である。

【事 案】

， （ ）， （ ）債務超過にあったＡは その所有する甲土地 時価４０００万円 乙土地 時価１０００万円

及び丙土地（時価１０００万円）をＹに廉価で売り渡した。上記売買当時，甲土地及び乙土地に

はＢ信用金庫の共同抵当権が設定されていたが，上記売買後その被担保債権３０００万円が全額

弁済され，当該抵当権の設定登記は抹消された。その後，Ａの債権者（債権額３５００万円）Ｘ

は，詐害行為取消権に基づいて上記売買契約を取り消し，所有権移転登記の抹消登記手続等を求

めた。

１. 甲土地の売買については２０００万円の限度で，乙土地の売買については５００万円の限度

で取り消し，丙土地の売買については全部を取り消して，Ｙに対し２５００万円の価格賠償及

び丙土地の現物返還を命ずる。

２. 乙土地及び丙土地の各売買について全部を取り消して，Ｙに対しこれらの土地の現物返還を

命ずる。

３. 甲土地，乙土地及び丙土地の各売買について全部を取り消して，Ｙに対しこれらの土地の現

物返還を命ずる。

４. 甲土地の売買については１０００万円の限度で取り消し，乙土地及び丙土地の各売買につい

ては全部を取り消して，Ｙに対し１０００万円の価格賠償並びに乙土地及び丙土地の現物返還

を命ずる。

５. 甲土地の売買については１６００万円の限度で，乙土地の売買については４００万円の限度

で取り消し，丙土地の売買については全部を取り消して，Ｙに対し２０００万円の価格賠償及
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び丙土地の現物返還を命ずる。

（配点：２）〔第18問〕

保証 連帯保証を除く に関する次のアからオまでの各記述のうち 誤っているものを組み合わ（ 。） ，

せたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№20］

ア. 保証契約は，書面でしなければ効力を生ぜず，電磁的記録によってされたときは，書面によ

ってされたものとみなされる。

イ. 保証人に対する履行の請求による時効の中断は，主たる債務者に対しても効力を生ずる。

ウ. 保証人が債権者との間で保証債務についての違約金を約定した場合には，保証人の負担は，

主たる債務者の負担より重くなることがある。

エ. 主たる債務者の委託を受けて保証をした者は，主たる債務が弁済期にあるときは，自ら弁済

をする前であっても主たる債務者に対して求償権を行使することができる。

オ. 金銭消費貸借上の債務を主たる債務とする法人間の根保証契約において，極度額の定めがな

いときは，その根保証契約は効力を生じない。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ ウ ４. イ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第19問〕

弁済の目的物の供託 以下 弁済供託 という に関する次のアからオまでの各記述のうち 正（ 「 」 。） ，

しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№21］

， ， ，ア. 弁済供託は 債権者が弁済の受領を拒むとき 債権者が弁済を受領することができないとき

又は債務者が過失なく債権者を確知することができないときに，することができる。

イ. 弁済供託がされた債務は，債権者が供託物を受領した時に消滅する。

， ， 。ウ. 債務者は 弁済供託をした後は 債権者の同意がなければ供託物を取り戻すことができない

エ. 金銭又は有価証券の弁済供託をするには，債務の履行地の供託所にしなければならない。

オ. 債務者以外の者は，弁済供託をすることができない。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ オ

（配点：２）〔第20問〕

相殺に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№22］

ア. 自働債権及び受働債権がともに不法行為による損害賠償債権の場合，いずれの当事者からも

相殺をすることができない。

イ. 建物賃借人Ａは，賃貸人Ｂに対する賃料債務を消滅させるため，Ａを売主，Ｂを買主とする

動産の売買における引渡債務の履行を提供しなくても，履行期にあるその売買代金債権を自働

債権として相殺をすることができる。

ウ. 賃貸借契約が賃料不払のため適法に解除された場合であっても，その後，賃借人の相殺の意

思表示により賃料債務がさかのぼって消滅したときは，解除も遡及的に効力を失う。

エ. 時効により消滅した他人の債権を譲り受け，これを自働債権として相殺をすることは許され

ない。

オ. 相殺契約においては，両債権が同種の目的を有することは必要ではない。

１. ア イ ２. ア オ ３. イ ウ ４. ウ エ ５. エ オ
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（配点：２）〔第21問〕

売主Ｘと買主Ｙとの間の売買契約において手付が交付された場合に関する次のアからエまでの各

記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から６までのうち

どれか （解答欄は ）。 ，［№23］

ア. ＸＹ間の売買契約書に，違約をした場合には手付の没収又は倍返しをするという約定があっ

たとしても，それだけでは手付による解除を排除する意思表示があったとはいえない。

イ. Ｙが手付を放棄して売買契約を解除したと訴訟において主張するためには，ＹがＸとの間で

売買契約に付随して解約手付の趣旨で手付金を交付する合意をしたことを主張する必要があ

る。

ウ. Ｙが手付を放棄して契約を解除した場合，Ｘ及びＹに損害賠償義務は生じない。

エ. Ｘが手付による解除の抗弁を訴訟において主張する場合，Ｙは，ＸとＹが解除権の留保をし

ない旨の合意をしたこと，又は，Ｘ若しくはＹがＸの解除の意思表示に先立ち履行に着手した

ことを再抗弁とすることができる。

１. ア イ ２. ア ウ ３. ア エ ４. イ ウ ５. イ エ ６. ウ エ

（配点：２）〔第22問〕

売買契約に基づき売買代金の支払を請求する場合に関する次の１から５までの各記述のうち，誤

っているものを２個選びなさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№24 ［№25］］

１. 原告は，請求原因において被告との間で売買契約を締結したことを主張する必要があるが，

売買契約締結当時，その目的物が原告の所有であったことを主張する必要はない。

２. 法律行為の附款である条件をそれが付された法律行為の成立要件とは区別される可分なもの

と考える見解に立った場合，売買契約に停止条件が付されているときは，停止条件が成就した

ことが再抗弁となる。

３. 法律行為の附款である期限をそれが付された法律行為の成立要件とは区別されない不可分な

ものと考える見解に立った場合，売買契約に弁済期が定められているときは，弁済期が到来し

ていないことが抗弁となる。

４. 被告が抗弁として同時履行の抗弁を主張した場合，原告は，代金支払を目的物引渡しの先履

行とする旨の合意があったことを再抗弁として主張することができる。

５. 被告が抗弁として同時履行の抗弁を主張した場合，原告は，目的物引渡しにつき，その履行

の提供をしたことを再抗弁として主張することができる。

（配点：２）〔第23問〕

準消費貸借契約に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているもの

はどれか （解答欄は ）。 ，［№26］

１. 旧債務に付着していた同時履行の抗弁権が消滅するか否かは，準消費貸借契約を締結した当

事者において，新旧債務の同一性を維持する意思があるか否かによって決定される。

２. 旧債務の消滅時効期間が２年間である場合，準消費貸借契約の成立によって発生する新債務

の消滅時効期間は，準消費貸借契約の締結が商行為に該当するとしても２年間である。

３. 将来において発生する金銭債務を目的としても，準消費貸借契約は成立する。

４. 既存の消費貸借契約上の債務を旧債務としても，準消費貸借契約は成立する。

５. 準消費貸借契約は，目的とされた旧債務が存在しないときにはその効力を生じない。
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（配点：２）〔第24問〕

賃貸借契約に関する次の１から５までの各記述のうち 誤っているものを２個選びなさい 解答， 。（

欄は 順不同）， ，［№27 ［№28］］

１. 賃貸借契約は有償契約であり，賃料を伴う点で使用貸借と区別することができるから，借主

が金銭を支払うことを約束して契約を締結すれば，その額の多寡にかかわらず賃貸借契約が成

立する。

， ，２. 判例の趣旨に照らすならば 不動産の賃借人が賃貸借について対抗要件を具備した場合には

賃借物を権原なく占有する第三者に対し，賃借権に基づき妨害排除請求権を行使することがで

きる。

３. 建物所有を目的とする土地の賃借人が，当該土地上に建物を建築した後，賃貸人の承諾を得

， ， ，ずに建物を第三者に賃貸し 第三者が実際に建物の使用を開始した場合には 土地の賃貸人は

， 。土地の賃借人に対し 土地の無断転貸を理由として土地の賃貸借契約を解除することができる

４. 賃貸借契約の目的物である建物の全部が，契約成立後に不可抗力によって滅失したときは，

賃貸借契約は履行不能により終了する。

， ，５. 建物の賃借人が 賃貸人が修繕すべき屋根からの雨漏りを自ら費用を出して修繕したときは

賃貸人に対して，直ちに修繕費用全額の償還を請求することができる。

（配点：２）〔第25問〕

敷金の取扱いに関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものは

どれか （解答欄は ）。 ，［№29］

１. 建物賃貸借契約において，当該建物の所有権移転に伴い賃貸人たる地位に承継があった場合

には，旧賃貸人に差し入れられた敷金は，未払賃料債務があればこれに当然充当され，残額に

ついてその権利義務関係が新賃貸人に承継される。

２. 建物賃貸借における敷金は，賃貸借終了後建物明渡義務履行までに生ずる賃料相当額の損害

金債権その他賃貸借契約により賃貸人が賃借人に対して取得する一切の債権を担保するもので

あり，敷金返還請求権は，賃貸借終了後建物明渡完了の時においてそれまでに生じた上記の一

切の被担保債権を控除しなお残額がある場合に，その残額につき具体的に発生する。

３. 土地賃借権が賃貸人の承諾を得て旧賃借人から新賃借人に移転された場合であっても，敷金

に関する敷金交付者の権利義務関係は，敷金交付者において賃貸人との間で敷金をもって新賃

借人の債務の担保とすることを約し又は新賃借人に対して敷金返還請求権を譲渡するなど特段

の事情のない限り，新賃借人に承継されない。

４. 敷金が授受された賃貸借契約に係る賃料債権につき抵当権者が物上代位権を行使してこれを

差し押さえた場合において，当該賃貸借契約が終了し，目的物が明け渡されたとしても，それ

までに生じた賃料債権が，敷金の充当によって消滅することはない。

５. 建物賃貸借終了に伴う賃借人の建物明渡債務と賃貸人の敷金返還債務とは，特別の約定のな

い限り，同時履行の関係に立たず，賃貸人は，賃借人から建物明渡しを受けた後に敷金残額を

返還すれば足りる。
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（配点：２）〔第26問〕

民法上の契約における報酬に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれ

か （解答欄は ）。 ，［№30］

１. 雇用契約は有償契約であり，報酬の支払時期は，後払いが原則であるが，前払の特約を結ぶ

こともできる。

， ， ，２. 請負契約は有償契約であり 報酬は 目的物の引渡しを要するときはその引渡しと引換えに

物の引渡しを要しないときは仕事の完成と引換えに，支払わなければならない。

３. 委任契約は無償契約を原則とするが，特約があれば，受任者は委任者に対して報酬を請求す

ることができる。

４. 寄託契約において報酬の合意をした場合，寄託が不可抗力によって履行の中途で終了したと

きは，受寄者は，既にした履行の割合に応じて報酬を請求することができる。

５. 労働者は，その有する報酬債権の担保として，使用者の総財産について先取特権を有する。

（配点：２）〔第27問〕

民法上の組合に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№31］

ア. 組合の業務執行を委任する場合，業務執行者は組合員の中から選ばなければならない。

イ. 組合員は，除名された場合であっても，持分の払戻しを受けることができる。

ウ. 組合員は，組合の債権者に対し，互いに連帯して債務を履行する責任を負う。

エ. 組合員が死亡した場合，組合員たる地位は相続により承継される。

オ. 組合員は清算前に組合財産の分割を求めることができず，また，組合員が組合財産について

の持分を処分しても，その処分を組合に対抗することができない。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ オ

（配点：２）〔第28問〕

不法行為に基づく損害賠償を請求した場合の被告の抗弁に関する次のアからオまでの各記述のう

， ， 。（ ， ）ち 誤っているものを組み合わせたものは 後記１から５までのうちどれか 解答欄は ［ ］№32

ア. 原告が責任無能力者を監督する法定の義務を負う者を被告として，民法第７１４条第１項の

責任無能力者の監督義務者の責任に基づいて損害賠償を請求した場合，被告は，監督義務を怠

らなかったことを抗弁として主張することができる。

イ. 原告が責任無能力者を監督する法定の義務を負う者を被告として，民法第７１４条第１項の

責任無能力者の監督義務者の責任に基づいて損害賠償を請求した場合，被告は，監督義務者の

ほかに代理監督者がいることを抗弁として主張することができる。

ウ. 原告がＡの不法行為責任の成立を前提とした上でＡの使用者を被告として，民法第７１５条

第１項の使用者の責任に基づいて損害賠償を請求した場合，被告は，Ａの選任監督上相当と認

められる注意義務を尽くしたことを抗弁として主張することができる。

エ. 原告がＡの不法行為責任の成立を前提とした上でＡの代理監督者を被告として，民法第７１５

条第２項の代理監督者の責任に基づいて損害賠償を請求した場合，被告は，Ａの選任監督上相

当と認められる注意義務を尽くしたとしてもＡの加害行為の発生を避けられなかったことを抗

弁として主張することができる。

オ. 原告が土地の所有者を被告として，民法第７１７条第１項ただし書の土地の工作物等の所有

者の責任に基づいて損害賠償を請求した場合，被告は，結果の発生を防止するために必要な注

意義務を尽くしたことを抗弁として主張することはできないが，自己の責任無能力を抗弁とし

て主張することはできる。

１. ア ウ ２. イ エ ３. イ オ ４. ウ オ ５. エ オ



- 13 -

（配点：２）〔第29問〕

不法行為における過失相殺に関する次のアからエまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ

ているものはどれか （解答欄は ）。 ，［№33］

ア. 夫が妻を同乗させて運転する自動車と第三者が運転する自動車とが，第三者と夫の双方の過

失が競合して衝突したため，負傷した妻が第三者に対し損害賠償を請求した場合には，特段の

事情のない限り，第三者の賠償額を定めるにつき夫の過失を被害者側の過失として斟酌するこ

とができる。

イ. 被害者が未成年である場合，その過失を斟酌するには，被害者たる未成年者に行為の責任を

弁識する能力が必要である。

ウ. 被害者が幼児である場合における被害者側の過失とは，被害者と身分上ないしは生活関係上

一体をなすとみられるような関係にある者の過失をいうのであり，両親より幼児の監護を委託

された保育園の被用者の過失は含まれない。

エ. 身体に対する加害行為と発生した損害との間に相当因果関係がある場合において，その損害

が加害行為のみによって通常発生する程度や範囲を超えるものであり，かつ，その損害の拡大

について被害者の心因的要因が寄与しているときは，損害賠償額を定めるにつき，過失相殺の

規定を類推適用して，損害の拡大に寄与した被害者の心因的要因を斟酌することができる。

１. ア ２. イ ３. ウ ４. エ ５. 誤っているものはない

（配点：３）〔第30問〕

重大な過失に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№34］

ア. 建物の賃借人が失火によりその建物を焼失させ，その返還義務を履行できなくなった場合，

， ， ， ， 。賃借人は 故意がなく かつ 重大な過失がなければ 賃貸人に対し損害賠償責任を負わない

イ. 心裡留保の場合，相手方が表意者の真意を知らなかったとしても，知らないことについて重

大な過失がなければ，その意思表示は有効である。

ウ. 被用者のした取引行為が，その行為の外形からみて，使用者の事業の範囲内に属するものと

認められる場合であっても，その行為が被用者の職務権限内において適法に行われたものでな

く，かつ，その行為の相手方がその事情を知りながら，又は，重大な過失によりそれを知らな

いで，取引をしたときは，取引の相手方である被害者は，使用者に対し，その損害の賠償を請

求することができない。

， ， ，エ. 債権の譲渡禁止特約がある場合 債権の譲受人が その特約の存在を知らなかったとしても

これについて重大な過失があるときは，その債権を取得することができない。

オ. 債権の準占有者に対する弁済がその効力を有するのは，弁済者が善意であり，かつ，重大な

過失がなかった場合である。

１. ア ウ ２. ア オ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ エ
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（配点：３）〔第31問〕

内縁配偶者と第三者との関係に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正

しいものはどれか （解答欄は ）。 ，［№35］

１. 建物賃借人Ａの内縁の妻Ｂは，Ａが死亡した場合，Ａの相続人と並んで同建物の共同賃借人

となるので，同建物に居住する権利を主張することができる。

２. 不法行為による生命侵害の場合，被害者Ａの配偶者Ｂは，Ｂに対する加害者の故意過失を証

明することなく，固有の慰謝料を請求することができるが，被害者Ｃの内縁配偶者Ｄは，Ｄに

対する加害者の故意過失を証明した場合に限り，慰謝料を請求することができる。

３. 不法行為による生命侵害の場合，被害者Ａの扶養を受けていた内縁配偶者Ｂは，Ａに相続人

（Ａの兄弟）がいる場合であっても，ＢがＡから受けることができた将来の扶養利益の喪失を

損害として，加害者に対し，その賠償を請求することができる。

４. 内縁夫婦が夫婦共有名義の建物に同居していたところ，内縁の夫Ａが死亡した場合，建物に

そのまま居住し続ける内縁の妻Ｂは，Ａの相続人からの建物使用に係る不当利得返還請求を拒

絶することができない。

５. 内縁夫婦ＡＢの一方Ｂと日常の家事に関する取引をした第三者は，ＢにＡの代理権があるこ

とを主張して，Ａにその取引に基づく債務の履行を請求することができない。

（配点：２）〔第32問〕

№実親子関係に関する次の１から５までの各記述のうち 誤っているものはどれか 解答欄は， 。（ ，［

）36］

１. 未認知の１８歳の子が婚姻した後，父が子を認知するためには，子の承諾が必要である。

２. 父に認知された子が父と母の婚姻によって準正された後，その婚姻が重婚を理由に取り消さ

れても，子は嫡出子の身分を失わない。

３. 父が胎児を認知するためには，母の承諾が必要であるが，父が認知しない場合は，母は胎児

を代理して認知の訴えを提起することができる。

４. 未成年者が認知をする場合でも，法定代理人の同意は不要である。

５. 夫が，婚姻外でもうけた子を妻の子として嫡出子出生届をしたとき，嫡出否認の訴えによっ

て父子関係を争うことはできない。

（配点：２）〔第33問〕

， 。（ ， ）養子縁組に関する次の１から５までの各記述のうち 正しいものはどれか 解答欄は ［ ］№37

１. 夫の氏を称する婚姻をしている夫婦が共同して養親となった場合において，養子は養父との

み離縁することができるが，縁氏の続称を選択した場合を除き，離縁によって縁組前の氏に復

する。

２. 父がその死の直前に遺言により１４歳の少年を認知したとき，その父の親は，少年の母の承

諾のみによって少年を養子にすることができる。

３. 離縁は，離縁時に養子がまだ１８歳であっても，家庭裁判所の許可は不要であり，養親と養

子の離縁後にその法定代理人となるべき者との協議ですることができる。

４. 特別養子縁組の離縁は，民法の定める事由が存在する場合に，養子，養親，実父母又は検察

官の請求により，家庭裁判所が行う。

５. 特別養子縁組の養親となる者は配偶者のある者でなければならず，夫婦の一方は必ず他の一

方と同時に養親にならなければならない。
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（配点：２）〔第34問〕

， 。相続の対象に関する次の１から５までの各記述のうち 判例の趣旨に照らし正しいものはどれか

（解答欄は ），［№38］

１. 使用貸借の借主が死亡した場合，相続人が使用借権を相続する。

２. 賃貸借契約に基づく賃借人の債務を保証した者の相続人は，相続開始後に生じた賃料債務に

ついて履行をする責任を負わない。

３. 不法行為による生命侵害の慰謝料請求権は，被害者が生前に請求の意思を表明していなけれ

ば，相続人には承継されない。

４. 被相続人が第三者から与えられていた代理権は，相続人に承継されない。

５. 相続人は，被相続人の占有についての善意・悪意の地位を当然に承継する。

（配点：２）〔第35問〕

遺言に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№39］

ア. 公正証書によって遺言をするには，少なくとも一人の証人の立会いがなければならない。

イ. 成年に達した者でなければ遺言をすることはできない。

ウ. 子に建物を遺贈する旨の遺言をした遺言者が，その後，配偶者にその建物を贈与した場合，

その建物の遺贈に関する部分については，遺言を撤回したものとみなされる。

エ. 推定相続人Ａの配偶者と子は遺言の証人になることができないが，Ａの兄弟姉妹は遺言の証

人となることができる。

オ. 公正証書による遺言を除き，遺言書の保管者は，相続の開始を知った後，遅滞なく，これを

家庭裁判所に提出して，その検認を請求しなければならない。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ オ ４. ウ エ ５. ウ オ

（配点：２）〔第36問〕

株式会社の規律に関する次の１から５までの各記述のうち，会社債権者の保護を目的としないも

のはどれか （解答欄は ）。 ，［№40］

１. 株式会社は，純資産額が３００万円を下回る場合には，剰余金の配当をすることができない

ものとされている。

２. 株式会社は，一定の期間，計算書類を本店に備え置かなければならないものとされている。

３. 株式会社による自己の株式の取得は，一定の場合を除き，対価として交付する財産の帳簿価

額が分配可能額を超えない範囲内でのみ，行うことができるものとされている。

４. 会社法上の公開会社は，第三者割当ての方法により特に有利な金額で募集株式を発行する場

合，株主総会の特別決議によって募集事項を定めなければならないものとされている。

５. 会計監査人設置会社においては，計算書類は，会計監査人の監査を受けなければならないも

のとされている。
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（配点：２）〔第37問〕

株式会社の設立に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№41］

ア. 判例によれば，設立費用に属する取引については性質上当然に成立後の会社に帰属し，会社

が定款記載の設立費用の額を超えて弁済した場合，当該会社は，その超過額について発起人に

求償することができる。

イ. 発起設立の場合において，発起人は，払込みの取扱いをした銀行に対し，払い込まれた金額

に相当する金銭の保管に関する証明書の交付を請求することができる。

ウ. 発起人は，自らが行った現物出資の目的財産の価額が定款に定めた額に著しく不足する場合

でも，職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明すれば，会社に対して当該不足額を

支払う義務を免れることができる。

エ. 設立を無効とする判決が確定しても，判決の効力には遡及効はなく，当該会社について清算

手続が開始されることになる。

オ. 会社が発行することのできる株式の総数は，公証人の認証を受ける時に定款に記載され，又

は記録されている必要はないが，会社成立の時までには定款で定めなければならない。

１. ア イ ２. ア ウ ３. イ エ ４. ウ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第38問〕

№株式の譲渡に関する次の１から５までの各記述のうち 誤っているものはどれか 解答欄は， 。（ ，［

）42］

１. 譲渡制限株式の株主から当該株式の譲渡について承認を求められた場合において，会社が当

該株式を自ら取得することを通知したときは，当該通知を受けた当該株主が改めてこれを承諾

した時に当該株式の売買契約が成立する。

２. 会社は，発行する株式の全部又は一部の株式の内容として，譲渡による当該株式の取得につ

いて当該会社の承認を要する旨の定めを設けることができる。

３. 会社法上の公開会社でない株券発行会社において，株券が発行されていないときは，株式を

譲渡しようとする株主は，会社に対し，株券の発行を請求する必要がある。

４. 株券発行会社の譲渡制限株式の譲渡について，株式取得者は，会社に対し，当該株式に係る

株券を提示して，当該株式を取得したことについて承認をするか否かの決定をすることを請求

することができる。

５. 譲渡制限株式の譲渡について，会社がこれを承認しない旨の決定をするときは当該会社又は

指定買取人が買い取ることを会社に対して請求した株主は，指定を受けた旨及び買い取る対象

株式の数の通知を指定買取人から受けたときは，その後は，指定買取人の同意を得た場合に限

り，その請求を撤回することができる。

（配点：２）〔第39問〕

， 。自己の株式の取得に関する次の１から５までの各記述のうち 誤っているものを２個選びなさい

（解答欄は 順不同），［№43 ［№44］］，

１. 取得請求権付株式の取得について，会社が取得の対価として交付する当該会社の他の株式以

外の財産の帳簿価額が分配可能額を超えてはならないという規律は，設けられていない。

２. 取締役会設置会社は，市場において行う取引により当該会社の株式を取得することを取締役

会の決議によって定めることができる旨を定款で定めることができる。

３. 会社は，株主に株式の割当てを受ける権利を与えて募集株式の割当てをする場合には，自己

株式に対して募集株式の割当てをすることができる。

４. 内容の異なる２以上の種類の株式を発行している会社は，株主総会の決議により，そのうち
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１の種類の株式だけを取得することができる。

５. 自己の株式の取得が行われた場合，貸借対照表上は，取得の対価として交付された財産の帳

簿価額相当額が純資産の部（株主資本）から控除される形で表示される。

（配点：２）〔第40問〕

株主総会に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№45］

ア. 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社においては，株主総会に出席しない株主が書面

又は電磁的方法によって議決権を行使することができることとする旨を定めたときを除き，株

主総会の招集通知は，当該株主総会の日の１週間前までに，発しなければならない。

イ. 会社は，株主総会に係る招集の手続及び決議の方法を調査させるため，当該株主総会に先立

ち，裁判所に対し，検査役の選任の申立てをすることができる。

ウ. 株主総会は，定款に別段の定めがある場合を除き，本店の所在地又はこれに隣接する地に招

集しなければならない。

エ. 株主は，株主総会において，自らが議決権を行使することができない事項については，当該

株主総会の目的である事項につき議案を提出することができない。

オ. 株主総会で株主から特定の事項について説明を求められた場合において，当該事項について

説明をするために調査をすることが必要であるときは，当該株主が株主総会の日より相当の期

間前に当該事項を当該会社に通知していたとしても，取締役は，当該株主総会において，説明

をする必要はない。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ オ

（配点：２）〔第41問〕

取締役に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記

１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№46］

ア. 親会社の代表取締役は，その子会社である株式会社の社外取締役となることができない。

イ. 取締役の報酬として金銭でないものについてその具体的な内容を定める議案を株主総会に提

出した取締役は，当該株主総会において，当該内容を相当とする理由を説明しなければならな

い。

ウ. 委員会設置会社でない会社法上の公開会社の取締役の任期は，選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであり，定款又は株主総会の決

議によってその任期を短縮することはできるが，これを伸長することはできない。

エ. 取締役を解任する株主総会の決議は，定款に別段の定めがない限り，議決権を行使すること

ができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し，出席した当該株主の議決権の３分の２

以上に当たる多数をもって行わなければならない。

オ. 株主総会の決議により取締役が解任された場合において，当該決議に取消事由が存するとき

は，当該決議の取消しにより取締役となる者は，当該決議の日から３か月以内に，訴えをもっ

て当該決議の取消しを請求することができる。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ オ ４. ウ エ ５. ウ オ
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（配点：２）〔第42問〕

甲株式会社は，資本金の額が３億円の取締役会設置会社である。甲株式会社には，Ａ，Ｂ，Ｃ，

Ｄ，Ｅ及びＦの６名の取締役が置かれ，代表取締役にはＡが選定されている。甲株式会社に関する

次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちど

れか （解答欄は ）。 ，［№47］

ア. 判例によれば，代表取締役Ａの解職の議案が提出されている取締役会において，Ａは，その

議決に加わることができない。

イ. 甲株式会社の取締役会で特定の決議がされた場合において，当該決議に参加したＤが当該取

， ， 。締役会の議事録に異議をとどめなかったときは Ｄは その決議に賛成したものと推定される

ウ. 重要な財産の処分及び譲受け並びに多額の借財についての取締役会の決議につき，Ａ，Ｂ及

びＣの３名による決議をもって行うことができる旨を取締役会で定める場合，この３名のうち

１名は社外取締役でなければならない。

エ. 甲株式会社は，定款の定めにより，取締役会の決議の定足数を議決に加わることのできる取

締役の３分の１以上とすることができる。

オ. 甲株式会社の取締役会は，取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制の整備の決定をＡに委任することができる。

１. ア イ ２. ア ウ ３. イ オ ４. ウ エ ５. エ オ

（配点：２）〔第43問〕

監査役又は監査役会に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№48］

ア. 株式会社の監査役は，当該会社の子会社の取締役を兼ねることができない。

イ. 監査役会設置会社においては，監査役は，３人以上で，その過半数は，社外監査役でなけれ

ばならない。

ウ. 監査役会設置会社において，取締役が会計監査人の報酬を定める場合には，監査役会の同意

を得なければならない。

エ. 監査役は，正当な理由がない限り，株主総会の特別決議によっても，解任することができない。

オ. 監査役会において会社の業務及び財産の状況の調査の方法の決定をした場合，監査役は，そ

の権限の行使に当たり，当該決定に従わなければならない。

１. ア イ ２. ア ウ ３. イ オ ４. ウ エ ５. エ オ

（配点：２）〔第44問〕

会計参与に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№49］

ア. 会計参与は，公認会計士若しくは監査法人又は税理士若しくは税理士法人でなければならない。

イ. 監査役設置会社及び委員会設置会社でない株式会社において，会計参与は，その職務を行う

に際して取締役の職務の執行に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実が

あることを発見したときは，遅滞なく，これを株主に報告しなければならない。

ウ. 株式会社の取締役は，当該会社の親会社の会計参与となることができる。

エ. 会計参与も，株主代表訴訟の対象となる。

オ. 委員会設置会社でない株式会社において，会計参与は，計算書類及びその附属明細書の作成

に際し，代表取締役と意見が一致しないときは，その旨を当該計算書類又は附属明細書に記載

することができる。

１. ア エ ２. ア オ ３. イ ウ ４. イ エ ５. ウ オ
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（配点：２）〔第45問〕

委員会設置会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№50］

ア. 取締役は，執行役を兼ねることはできるが，使用人を兼ねることはできない。

イ. 指名委員会は，株主総会に提出する取締役及び執行役の選任及び解任に関する議案の内容を

決定する。

ウ. 監査委員は，だれでも，監査委員会の職務を執行するため必要があるときは，当該委員会設

置会社の子会社に対して事業の報告を求め，又はその子会社の業務及び財産の状況の調査をす

ることができる。

エ. 執行役が一人しか置かれていないときは，その執行役が代表執行役となる。

オ. 報酬委員会は，取締役及び執行役の個人別の報酬の内容を決定する。

１. ア ウ ２. ア オ ３. イ ウ ４. イ エ ５. エ オ

（配点：２）〔第46問〕

株式会社の計算に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。

（解答欄は 順不同）， ，［№51 ［№52］］

１. 資本準備金の額の減少の手続に瑕疵がある場合，その無効は，会社法が定める会社の組織に

関する行為の無効の訴えをもってのみ，主張することができる。

２. 資本準備金は，欠損てん補のためにその額を減少することができる。

３. 剰余金の配当の制限の基準となる分配可能額の算定に当たっては，最終事業年度の末日後の

剰余金の変動も含められることがある。

４. 資本金の額は，登記事項ではない。

５. 設立に際して株主となる者が当該株式会社に対して払込み又は給付をした財産の額のうち資

本金として計上しないこととした額は，資本準備金として計上しなければならない。

（配点：２）〔第47問〕

株式会社における事業の譲渡に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれ

か （解答欄は ）。 ，［№53］

１. 事業の全部の譲渡が行われる場合においては，譲渡をする会社が譲受けをする会社の特別支

配会社であるときであっても，譲受けをする会社において，株主総会の決議による承認を受け

なければならない。

２. 事業の全部の譲渡をしても，当該譲渡をした会社は，当然には消滅しない。

３. 事業の譲受けをした会社が当該譲受けに係る財産の移転につき第三者に対抗するには，個々

の財産についての対抗要件を具備しなければならない。

， ，４. 事業の譲渡において 当該事業に含まれる特定の債務を承継しない旨を事業譲渡契約で定め

この事業譲渡を承認する株主総会の決議があった場合，当該債務は承継されない。

５. 事業の譲渡においては，事業の全部の譲受けをする場合を除き，譲受けをする会社の株主に

は，株式買取請求権は認められていない。
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（配点：２）〔第48問〕

社債に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№54］

ア. 合名会社は，社債を発行することができる。

イ. 社債管理者は，社債権者のために，公平かつ誠実に社債の管理を行わなければならない。

ウ. 社債権者集会の決議は，裁判所の認可を受けなければ，その効力を生じない。

エ. 社債管理者は，社債に係る債権の実現を保全するために必要があるときは，裁判所の許可を

得て，裁判上の行為をすることができる。

オ. 募集社債の総額が最終事業年度の末日における貸借対照表上の純資産額を超える社債の発行

をするためには，株主総会の決議によらなければならない。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ ウ ４. イ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第49問〕

個人の商人 小商人に当たる者を除く の商号に関する次の１から５までの各記述のうち 正し（ 。） ，

いものを２個選びなさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№55 ［№56］］

１. 商号は，営業とともにする場合には譲渡することができるが，営業を廃止する場合には譲渡

することができない。

２. 他人が登記した商号は，同じ市町村内において，同一の営業のために登記することはできな

い。

３. 商号の譲渡は，その登記をしなくとも，悪意の第三者に対抗することができる。

４. 不正の目的をもって，他の商人であると誤認されるおそれのある商号を使用している者があ

るときは，これにより営業上の利益を侵害されるおそれがある商人は，その名称を商号として

登記していなくとも，その者に対し，その侵害の予防を請求することができる。

５. 商号は，相続の目的となる。

（配点：２）〔第50問〕

個人の商人が選任する支配人に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№57］

ア. 支配人は，営業所のうち支店に置かれるものであり，本店に置くことはできない。

イ. 支配人は，弁護士でなくとも，商人に代わってその営業に関する裁判上の行為をする権限を

有する。

ウ. 支配人は，商人の許可を受けないで，自ら営業を行うことや他の商人の使用人となることが

できない。

エ. 支配人を選任したものの，その登記をしていない場合は，商人は，その支配人が当該商人の

ためにすることを示して行った取引の相手方に対し，当該取引が有効であると主張することが

できない。

オ. 判例によれば，営業所としての実質がない場所を営業所と称し，そこに置いた使用人に支配

人類似の名称を付している場合には，この使用人は表見支配人に該当する。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ ウ ４. イ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第51問〕

商行為によって生じた債務に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№58］

ア. 当該債務を数人の者が負担する場合であっても，その債務が一人のために商行為となる行為

によって負担したものであるときは，当該債務は，連帯債務とはならない。
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イ. 当該債務が附属的商行為によって生じたものであっても，商法に別段の定めがある場合及び

他の法令に５年間より短い時効期間の定めがある場合を除き，債権者が５年間行使しないとき

は，当該債務に係る債権は，時効によって消滅する。

ウ. 判例によれば，当該債務が商行為によって生じた債務である限り，その債務者又は債権者の

いずれのために商行為となるものであるかを問わず，その債務に関する法定利率は，年６分で

ある。

エ. 当該債務に係る債権が指図債権であっても，取引の性質又は当事者の意思表示によってその

履行をすべき場所が定まらない限り，債権者の現在の営業所で履行しなければならない。

オ. 当該債務が商人間における金銭の消費貸借によって生じたものであるときは，貸主は，約定

をしなくとも，当該債務につき，法定利率による利息を請求することができる。

１. ア ウ ２. ア エ ３. イ ウ ４. イ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第52問〕

匿名組合に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№59］

ア. 匿名組合契約は，有償，双務の諾成契約である。

イ. 匿名組合員の出資は，すべて営業者の財産に属し，契約当事者の共有財産となるものではな

い。

ウ. 匿名組合契約においては，匿名組合員に対して利益の分配をしない特約をすることは許され

ないが，匿名組合員が損失の負担をしない特約は可能である。

エ. 匿名組合員は，労務をその出資の目的とすることができる。

オ. 匿名組合契約は，匿名組合員又は営業者が死亡し，又は破産手続開始の決定を受けたことに

より，終了する。

１. ア ウ ２. ア オ ３. イ ウ ４. イ エ ５. エ オ

（配点：２）〔第53問〕

為替手形，約束手形及び小切手に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№60］

ア. 為替手形においては，支払人が引受けをした場合に主たる債務者となるが，小切手において

は，支払人が引受けをすることは禁止されており，主たる債務者はいない。

イ. 為替手形及び約束手形の満期は，一覧払，一覧後定期払，日附後定期払及び確定日払の４種

類があるが，小切手の満期は，一覧払及び確定日払に限られる。

ウ. 為替手形及び小切手は，他人に支払を委託する証券であり，支払人が不可欠であるが，約束

手形は，自ら支払を約束する証券であるから，支払人は存在しない。

エ. 為替手形及び約束手形については，受取人を記載しない無記名式は許されないが，小切手に

ついては，無記名式も許され，指図式小切手とみなされる。

オ. 約束手形については，第三者方払は振出人の住所地以外とすることが可能であるが，為替手

形及び小切手については，第三者方払は支払人の住所地以外とすることはできない。

１. ア ウ ２. ア オ ３. イ ウ ４. イ エ ５. エ オ
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（配点：２）〔第54問〕

約束手形に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはどれ

か （解答欄は ）。 ，［№61］

１. 乙が代理権を有しないにもかかわらず「甲代理人乙」名義で約束手形を振り出した場合，手

形所持人は，乙に対し，甲に表見代理が成立するときであっても，手形法が定める無権代理人

の責任を追及することができる。

２. 乙が何ら権限を有しないにもかかわらず「甲」名義で約束手形を振り出した場合，乙は，手

形所持人に対し，手形法が定める無権代理人の責任の規定の類推適用により，責任を負う。

３. 甲が乙に自己の名称を使用して営業をすることを許諾していた場合において，乙が甲の名称

を使用して営業をすることがなかったときは，甲は，許諾した営業の範囲内と認められる営業

のために乙が「甲」名義で振り出した約束手形につき，責任を負わない。

４. 甲株式会社の代表取締役乙が約束手形の裏書欄に「甲株式会社」と記載し，会社印を押印し

ただけで，乙の自署又は記名捺印がない場合，当該裏書は，甲株式会社の裏書としての効力を

生じない。

５. 甲株式会社の代表取締役乙が約束手形を振り出した場合において，その振出人の記載が甲株

， ，式会社のためにする旨の表示であるとも 乙個人のためにする表示であるとも解し得るときは

真実の趣旨を知らない受取人は，甲及び乙のいずれに対しても手形金の請求をすることができ

る。

（配点：２）〔第55問〕

訴訟物に関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選びな

さい （解答欄は ， 順不同）。 ，［№62 [№63］］

１. Ｘが，Ｙの１個の不法行為によりＸの身体に傷害を負ったとして，それによって生じた損害

の賠償を一つの訴えによって求めた場合に，Ｘが損害項目として治療費，逸失利益及び慰謝料

を主張しているときは，損害項目ごとに訴訟物を異にする。

２. 賃貸人Ｘが，賃借人Ｙに対し，賃貸借契約の終了に基づく目的物の返還を求める訴えを提起

した場合に，Ｘが賃貸借契約終了原因として，Ｙの賃料不払による解除及びＹの用法違反によ

る解除を主張しているときは，訴訟物は１個である。

３. 貸主Ｘが，借主Ｙに対し，貸金債権及びその利息債権を請求する訴えを提起したときは，訴

訟物は複数である。

４. Ｘが，Ｙに対して１０００万円の支払を求める訴えを提起した場合に，Ｘが「Ｙに対して１

０００万円を貸し付けた。仮に借り受けたのがＹではなくＡであったとしても，ＹはＡの返還

債務につき保証したので いずれにせよ１０００万円の支払義務がある と主張しているとき， 。」

は，給付義務が１個であるから，訴訟物は１個である。

（配点：２）〔第56問〕

形式的形成訴訟に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはど

れか （解答欄は ）。 ，［№64］

１. 共有物分割の訴えは，どのような要件事実に基づいて判断すべきかが法律上規定されていな

い形式的形成の訴えであるから，共有物分割の訴えにおいては，訴訟上の和解をすることがで

きない。

２. 共有物分割の訴えにおいて，当事者全員が現物分割を主張していても，裁判所は，目的物を

競売してその代金を分割することを命じることができる。

３. 筆界（境界）確定の訴えにおいて，審理の結果，証拠上筆界が明らかにならなかった場合に

は，裁判所は，請求棄却判決をする。
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４. 筆界（境界）確定の訴えにおいて，被告が原告の請求を認諾する意思表示をしている場合で

あっても，裁判所は，直ちに認諾により訴訟を終了させることはできないが，証拠調べをした

結果，裁判所も原告の主張する境界が相当であるとの心証に至った場合には，認諾により訴訟

を終了させることができる。

５. 筆界（境界）確定の訴えにおいて，第一審判決を不服として第一審被告が控訴した場合，不

利益変更禁止の原則により，控訴審裁判所は，第一審判決を第一審原告に有利に変更すること

はできない。

（配点：２）〔第57問〕

遺言執行者の訴訟上の地位に関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正し

いものを２個選びなさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№65 ［№66］］

１. 特定不動産の受遺者が，遺言の執行として当該不動産の所有権移転登記手続を求める訴えを

提起するときは，相続人ではなく遺言執行者を被告とすべきである。

２. 遺言の執行として受遺者に対し遺贈による所有権移転登記がされている場合において，相続

人が当該所有権移転登記の抹消登記手続を求める訴えを提起するときは，遺言執行者を被告と

すべきである。

３. 特定の不動産を特定の相続人に相続させる旨の遺言がされている場合において，当該不動産

を賃借していると主張する者が賃借権の確認を求める訴えを提起するときは，遺言書に当該不

動産の管理及び相続人への引渡しを遺言執行者の職務とする旨の記載があるなどの特段の事情

のない限り，遺言執行者ではなく，当該相続人を被告とすべきである。

４. 相続人が遺言の無効を主張して，相続財産について自己が持分権を有することの確認を求め

る訴えを提起するときは，遺言執行者を被告とすることは許されない。

（配点：２）〔第58問〕

Ａは，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＥを共同被告として，Ｑ地方裁判所に訴えを提起した。Ｂ及びＣは，住所

が分かっている。Ｄは，住所，居所，営業所及び事務所のいずれも不明であるが，Ｆの事務所で雇

われていることが分かっている。Ｅは，未成年者であり，母Ｇとは同居しているが，父Ｈは単身赴

任先に住所がある。

この事件について 送達に関する次の１から５までの各記述のうち 誤っているものはどれか 解， ， 。（

答欄は ），［№67］

１. Ａは，Ｑ地方裁判所の管轄区域外にある友人Ｉ宅を，Ｑ地方裁判所に送達場所として届け出

た。Ａに対する第１回口頭弁論期日の呼出状の送達は，友人Ｉ宅においてする。

２. Ｂは，Ｊを被告として訴えている別件訴訟の原告として，和解期日に出席するためＱ地方裁

判所に出頭した。裁判所書記官は，Ｂに対し，自ら訴状の送達をすることができる。

３. 郵便の業務に従事する者は，Ｃの住所において，Ｃが不在である場合，同居の妻Ｋに訴状を

交付することができる。

４. Ｄに対する訴状の送達は，Ｆの事務所においてすることができる。

５. Ｅに対する訴状の送達は，父Ｈに対し，Ｈの住所地においてするとともに，母Ｇに対し，Ｇ

の住所地においてしなければならない。
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（配点：２）〔第59問〕

管轄に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。なお，次の１から５まで

の各記述において，Ｘは名古屋市に，Ｙは東京都千代田区に，Ｚは大阪市にそれぞれ住所を有する

ものとする また 当事者間には管轄又は義務履行地に関する特段の合意はないものとする 解答。 ， 。（

欄は ），［№68］

１. Ｙに対し５００万円の貸金返還請求権を有しているＸは，ＹのＺに対する同額の請負代金債

権を代位行使し，Ｚに対し，同額の支払を求める訴えを名古屋地方裁判所に提起することがで

きる。

２. Ｘが，千葉市において所有する建物をＹに代金１０００万円で譲渡したが，Ｙが代金を支払

わない場合，ＸはＹに対する売買代金の支払を求める訴えを千葉地方裁判所に提起することが

できる。

３. Ｘが，京都市においてＹが製造販売した毒性のある食物を同市で摂取し，大阪市において発

病した場合，Ｘは，Ｙを被告とする不法行為に基づく損害賠償請求の訴えを大阪地方裁判所に

提起することができる。

４. Ｘは，東京都千代田区において建物甲を，大阪市において建物乙をそれぞれ所有していると

， ， ，ころ 建物甲に居住する賃借人Ｙ及び建物乙に居住する賃借人Ｚに対し その所有権に基づき

それぞれが占有する各建物の明渡しを請求する場合，Ｘは，Ｙ及びＺを被告として，東京地方

裁判所に訴えを提起することができる。

， ， ，５. Ｘが所有する静岡市所在の土地に Ｙのために抵当権設定登記が経由されている場合 Ｘは

Ｙを被告とする当該抵当権設定登記の抹消登記手続を求める訴えを提起するときは，静岡地方

裁判所に提起しなければならない。

（配点：２）〔第60問〕

訴訟委任に基づく訴訟代理人に関する次の１から４までの各記述のうち，正しいものを２個選び

なさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№69 ［№70］］

１. 訴訟委任に基づく訴訟代理人の資格は，弁護士に限られるから，簡易裁判所の事件であって

も，弁護士でない者を訴訟代理人とすることは許されない。

２. 判例によれば，弁護士が，弁護士法第２５条第１号の，相手方の協議を受けて賛助し，又は

その依頼を承諾した事件については，その職務を行ってはならないとの規定に違反して，訴訟

行為を行った場合には，相手方当事者は，当該訴訟行為に異議を述べ，裁判所に対し，排除を

求めることができる。

３. 訴訟の当事者が死亡した場合でも，当該当事者に訴訟代理人がいるときは，訴訟手続は中断

しない。

４. 当事者が委任した弁護士を解任した場合，直ちに訴訟代理権の消滅の効果が生じ，本人又は

代理人から相手方にこれを通知する必要はない。

（配点：２）〔第61問〕

№準備的口頭弁論に関する次の１から５までの各記述のうち 正しいものはどれか 解答欄は， 。（ ，［

）71］

１. 準備的口頭弁論の期日は，当事者の一方だけを呼び出して行うことができる。

２. 準備的口頭弁論は，受命裁判官に命じて行わせることができない。

３. 準備的口頭弁論の期日を傍聴するためには，裁判所の許可が必要である。

４. 準備的口頭弁論の期日においては，文書の証拠調べをすることができない。

５. 当事者は，準備的口頭弁論終了後の最初の口頭弁論期日において，準備的口頭弁論の結果を

陳述しなければならない。
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（配点：２）〔第62問〕

， 。（ ， ）専門委員に関する次の１から５までの各記述のうち 正しいものはどれか 解答欄は ［ ］№72

１. 口頭弁論又は弁論準備手続の期日において，専門委員が，書面又は口頭により専門的知見に

基づく説明をする場合，裁判所は，専門委員がした説明について，当事者に意見を述べる機会

を与える必要はない。

２. 口頭弁論又は弁論準備手続の期日において，専門委員が，書面又は口頭により説明をした場

合，裁判所は，その結果を証拠資料として用いることはできない。

３. 証人尋問の期日において，専門委員を手続に関与させる場合，専門委員は，当事者の同意を

得ずに証人に直接に問いを発することができる。

４. 当事者双方が専門委員を手続に関与させる決定の取消しを求めた場合において，裁判所は，

取消しが相当であると認めたときに限り，この決定を取り消すことができる。

５. 口頭弁論又は弁論準備手続の期日において，専門委員が，書面又は口頭により専門的知見に

基づく説明をする場合，裁判所は，専門委員に宣誓をさせなければならない。

（配点：２）〔第63問〕

攻撃防御方法に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№73］

ア. 当事者が故意により時機に後れて提出した攻撃防御方法については，これにより訴訟の完結

を遅延させることとならない場合でも，裁判所はこれを却下することができる。

イ. 実体法上の形成権を訴訟上行使する旨の主張は，時機に後れた攻撃防御方法の却下の対象と

ならない。

ウ. 攻撃防御方法の提出が時機に後れたと判断される場合，裁判所は，それが唯一の証拠方法で

あっても却下することができる。

エ. 控訴審において初めて提出した攻撃防御方法が時機に後れたものかどうかは，第一審以来の

訴訟手続の経過を勘案して判断すべきである。

オ. 請求の原因に関する中間判決がなされた場合，中間判決に接着する口頭弁論終結前に存在し

ていた事実であっても，これを主張しなかったことにつき相当の理由があることの証明があっ

たときは，当該審級においてその事実を主張して中間判決で示された判断を争うことが許され

る。

１. ア ウ ２. ア オ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ エ

（配点：２）〔第64問〕

証明と疎明に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№74］

， 。ア. 主要事実を立証するためには証明が必要であるが 間接事実を立証するには疎明で足りる

イ. 疎明のための証拠方法には人証も含まれる。

ウ. 民事保全法上の保全命令の発令要件の立証は，疎明で足りる。

エ. 疎明も，民事訴訟法の定める証拠調べの手続に従わなければならない。

オ. 訴訟要件に関する抗弁の一つである仲裁契約の立証は，疎明で足りる。

１. ア ウ ２. ア オ ３. イ エ ４. イ オ ５. ウ エ
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（配点：２）〔第65問〕

Ｘは，甲土地上に設置されているブロック塀の一部が突然倒壊して頭部に当たり負傷したことか

ら，甲土地を占有するＹ又は甲土地を所有するＺのいずれかが，Ｘに生じた損害を賠償すべきであ

るとして，Ｙ及びＺを共同被告として訴えを提起し，同時審判の申出をした。

［№この訴訟に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか （解答欄は。 ，

）75］

１. Ｚは，Ｙが甲土地を占有しているとして，ＹＺ間で締結された賃貸借契約に係る賃貸借契約

書を書証として提出した。この場合，裁判所は，ＸのＹに対する請求の関係で当該賃貸借契約

書を証拠として利用することができる。

２. Ｙは，甲土地のブロック塀の一部が倒壊し，Ｘに当たったとのＸの主張事実を認めた。この

場合，Ｙの自白は，Ｚを拘束しない。

３. Ｘは，Ｙに対する訴えのみを取り下げることができない。

４. 裁判所が，Ｙに対する請求を棄却し，Ｚに対する請求を認容する１個の判決をした場合にお

， ， ， 。いて Ｚのみが控訴したときは この判決中 ＸのＹに対する請求を棄却した部分は確定する

５. 裁判所が，Ｙに対する請求を棄却し，Ｚに対する請求を認容する１個の判決をした場合にお

いて，Ｘ及びＺが控訴したところ，各控訴事件が同一の裁判所に係属したときは，両事件の弁

論及び裁判は，併合して行わなければならない。

（配点：２）〔第66問〕

， ， ， ，Ｘは 甲土地を所有するＡから 甲土地を買い受けたと主張して これを占有しているＹに対し

所有権に基づいて甲土地の明渡しを求める訴えを提起した。この訴訟に関する次の１から５までの

各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№76 ［№77］］

１. Ｙにおいて，Ｘが甲土地を所有していることを認めた場合，権利自白として自白の拘束力を

認める見解によれば，Ｘは，請求原因事実として，甲土地をＡから買い受けたことについて立

証する必要がない。

２. Ｘは，請求原因事実として，甲土地の所有権の取得原因事実を主張立証しなければならない

が，その場合，判例の趣旨に照らせば，Ｘが甲土地につきＡと売買契約を締結したことに加え

て，当該売買契約に基づく所有権移転登記を具備したことについて主張立証責任を負う。

３. Ｙは，Ｘとの間で甲土地につき賃貸借契約を締結したと主張している。これに対し，Ｘは，

同人の息子がＹとの賃貸借契約をＸに無断で契約したものであるとして，争いたいと考えてい

る。この場合，判例によれば，賃貸借契約締結の事実についての主張立証責任は，占有権原を

主張するＹにあるのであり，Ｘにおいて，息子がＹと甲土地につき賃貸借契約を締結したこと

の主張立証責任を負うものではない。

４. Ｙは，Ｘと甲土地につき賃貸借契約を締結したと主張しているところ，Ｘは，この事実は否

定できないが，再抗弁として，この賃貸借契約は，賃料不払により解除されたと主張したいと

考えている。この場合，判例によれば，Ｘは，法定解除権の発生要件として，所定の期限まで

に賃料を支払わなかった事実について主張立証責任を負う。

５. Ｙは，Ｘが甲土地を取得した後にこれをＢに売却したのでＸは甲土地の所有者ではなくなっ

た旨主張したいと考えている。この場合，判例によれば，Ｙは，ＸがＢとの間で売買契約を締

結したことを主張立証すれば足り，売買代金が支払われた事実については主張立証責任を負わ

ない。
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（配点：２）〔第67問〕

文書に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか （解答欄は ）。 ，［№78］

１. 判例によれば，訴え提起後に挙証者自身が作成した文書は，実質的に相手方の反対尋問の機

会を奪うことになるので，証拠能力が認められない。

２. 作成名義人による署名がある私文書は，形式的証拠力が事実上推定され，相手方の反証によ

りこの推定が覆されなければ実質的証拠力が法律上推定される。

３. 訴訟において相手方の主張を争うのは自由であるから，当事者が，相手方提出の文書が真正

に成立したものであることを知りながら，その成立を争ったとしても，何らの制裁を受けるこ

とはない。

４. 別件訴訟において行われた証人尋問の調書の写しは，これを証拠とすることを認めると，相

手方の反対尋問の機会を奪うだけでなく，直接主義の原則に反することになるので，その証人

の尋問を行うことが困難な場合であっても，書証として提出することはできない。

５. 裁判所が当事者からの申立てを採用して行った文書送付嘱託に基づき，文書所持者から裁判

所に送付された文書についても，相手方がその成立を争った場合には，その成立が真正である

ことを証明しなければならない。

（配点：２）〔第68問〕

， 。（ ， ）証拠調べに関する次の１から５までの各記述のうち 正しいものはどれか 解答欄は ［ ］№79

１. 証拠の申出は，裁判所に対する訴訟行為であるから，口頭弁論又は弁論準備手続の期日にお

いてしなければならない。

２. 証人尋問期日に当事者の一方が欠席した場合，交互尋問をすることができないので，証人尋

問をすることは許されない。

３. 裁判所外で証拠調べをするときも，直接主義の要請から，受訴裁判所の構成員全員がこれに

関与しなければならない。

４. 集中証拠調べの対象となる証拠調べは，証人及び当事者本人の尋問であるから，文書や検証

物の取調べは，集中証拠調べの期日より前に行うのが原則である。

５. 証拠保全は，あらかじめ証拠調べをしておく必要性がある場合のための制度であるから，訴

， 。訟手続において証拠調べができるようになった訴え提起後は 証拠保全をすることができない

（配点：２）〔第69問〕

ＸはＹに対して，甲土地の所有権の確認を求める訴えを提起し，その判決が確定したとする（以

下この判決を「前訴判決」という 。次の１から４までの各記述のうち，正しいものを２個選びな。）

さい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№80 ［№81］］

１. 前訴判決がＸの請求棄却であったとする。ＸがＹに対して甲土地の所有権の確認を求める後

訴を提起することは，前訴判決の既判力に触れるので却下される。

２. 前訴判決がＸの請求棄却であり，その理由がＹが甲土地の所有者であるという判断に基づい

ていたとする。ＹのＸに対する甲土地の所有権の確認を求める後訴でＸが前訴判決基準時にお

けるＹの所有権を争うことは，いわゆる一物一権主義により既判力によって妨げられる。

３. 前訴判決がＸの請求認容であったとする。ＸがＹに対して甲土地の所有権の確認を再度求め

る後訴は，前訴判決の既判力に抵触するとの理由で却下されることはない。

４. 前訴判決がＸの請求認容であったとする。その後Ｘから甲土地を借り受けたＺが債権者代位

権の行使としてＹに対して甲土地の引渡しを求めたときには，Ｙは前訴判決基準時におけるＸ

の所有権の存在と矛盾しない攻撃防御方法のみ提出できる。
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（配点：２）〔第70問〕

請求の放棄又は認諾に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさ

い （解答欄は 順不同）。 ， ，［№82 ［№83］］

１. 請求の放棄は，原告が訴訟外で請求に理由のないことを認めている場合にも成立し，そのこ

とを被告が訴訟において証明したときは，放棄調書の作成により訴訟が終了する。

２. 請求の放棄をするには，被告が本案について口頭弁論をした後であっても，被告の同意を必

要としない。

３. 共同相続人の一人が，他の共同相続人全員に対し，甲財産が遺産に属することの確認を求め

る訴えを提起した場合，判例の趣旨によれば，被告ら全員が認諾しなければ，認諾の効力は生

じない。

４. 人事訴訟である離縁の訴えにおいても，請求の放棄及び認諾は許される。

５. 売買代金支払請求事件において，被告が，同時履行の抗弁を主張しつつ，原告の請求を認め

た場合，同時履行の抗弁の付着した認諾が成立し，認諾調書の作成により訴訟は終了する。

（配点：２）〔第71問〕

補助参加に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№84］

ア. 補助参加人は，参加後は証人になることはできない。

イ. 判決が確定した後でも，補助参加の申出とともに再審の訴えを提起することができる。

ウ. 補助参加人がする訴訟行為は，被参加人に有利なものであっても，効力を生じないことがあ

る。

エ. 補助参加の参加の理由が，友情に基づき応援したいというものである場合は，裁判所は，当

事者の異議がなくても，参加を許さない旨の裁判をすることができる。

オ. 補助参加の申出は，参加的効力が及ぶ被参加人の同意がなければ，取り下げることができな

い。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ ウ ４. ウ オ ５. エ オ

（配点：２）〔第72問〕

再審に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか （解答欄は ）。 ，［№85］

ア. 再審の訴えには，判決の確定を防止する効果はないが，移審の効果はある。

イ. 判例によれば，再審事由については限定列挙主義がとられているので，これを類推適用する

ことは許されない。

ウ. 当事者が再審事由を控訴審において主張したが，これが容れられず控訴棄却判決が確定した

場合でも，当該再審事由がある限り再審の訴えを提起することは許される。

エ. 判例によれば，口頭弁論終結後の承継人として既判力の拡張を受ける者は，特定承継の場合

も含めて，再審の訴えの原告適格を有する。

オ. 決定又は命令に対しても再審の申立てが許される場合がある。

１. ア イ ２. ア エ ３. イ ウ ４. ウ オ ５. エ オ
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（配点：２）〔第73問〕

民事訴訟法における異議に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選び

なさい （解答欄は 順不同）。 ， ，［№86 ［№87］］

１. 裁判長の釈明権の行使に対して不服がある当事者は，受訴裁判所に対して異議を申し立てる

ことができる。

２. 裁判所書記官の処分に対する異議の申立てについては，その裁判所書記官の所属する裁判所

が裁判をする。

３. 少額訴訟の終局判決に対して不服がある当事者は，異議を申し立てることも控訴をすること

もできる。

４. 手形訴訟の認容判決に対して不服のある当事者は，異議を申し立てることができ，その場

合，事件は控訴審に係属することになる。

５. 支払督促に対して適法な督促異議の申立てがあったときは，第一審裁判所に訴えの提起があ

ったものとみなされる。


